
〔初等中等教育局〕 
 
事業名 学校給食・食育総合推進事業 

 

１． 創設年度：平成 13年度 

２． 平成 28年度予算額：２．２億円 

３． 事業概要 

子供たちの食生活の乱れによる健康への影響が問題となっており、食

に関する指導の充実が喫緊の課題となっているため、栄養教諭を中心に

地域と連携した食育指導体制の充実を図ることにより、学校における食

育を推進する。〈委託費等〉 

４． 選定理由 

イ（長期的又は継続的に取り組んでいる事業等で、執行方法、制度等の

改善の余地が大きいと考えられるもの） 

・活動実績が当初見込みを下回っている取組が一部あり、限りある予算

の中で食育の更なる推進を図る観点から、今後、より効率的、効果的

な事業のあり方について検討する必要があるため。 

・平成 27年度の行政事業レビューにおいて、行政事業レビュー推進チー

ムより、「一定の不用額が生じていることから、不用額が生じた要因を

更に分析した上で、事業計画等に基づき、計画的な予算執行及び早期

執行に努めるべきこと」が示されているため。 

５． 想定される論点 

・現場のニーズを踏まえた事業内容となっているか。 

・計画的な予算執行及び早期執行が図られているか。 

・アウトプット・アウトカムは、適切に設定されているか。 

 

※成果指標（平成 27年度） 

食育に関心を持っている国民の割合 

 



食育の推進 
 

（前年度予算額  ２８５，７８１千円） 

平成２８年度予算額 ２２３，０４１千円  
 
１． 要旨 

子供たちの食生活の乱れによる健康への影響が問題となっており、食に関する指導の充

実が喫緊の課題となっているため、栄養教諭を中心に地域と連携した食育指導体制の充実

を図ることにより学校における食育を推進するなど、現代的課題解決に向けた取組を推進

する。 

 

２． 内容 

学校給食・食育総合推進事業 

① 社会的課題に対応するための学校給食の活用（新規） 
１２地域 １４９，７１６千円（ 新 規 ） 

学校給食には、適切な栄養の摂取による健康の保持増進等に加え、食品ロスの削減、

地産地消の推進、伝統的な食文化の継承などの社会的な課題・要請への対応が求められ

ており、これらの課題解決に資するためのモデル事業を実施する。 
 

②  スーパー食育スクール事業     ６地域 ４８，２０７千円（２００，８３６千円） 
学校における食育を推進するため、各種外部機関と連携し、食育プログラムを開発す

るモデル事業（スーパー食育スクール）を実施し、栄養教諭を中心に外部の専門家等を

活用しながら食育の推進を図る。 
 
③ 学校給食の現代的課題に関する調査研究  

            ２４，４４１千円（３２，１６７千円） 
学校給食等を取り巻く様々な行政上の課題に関する調査研究を行う。 

 
 
④ 栄養教諭育成講習事業          １地域   ６７７千円（１，３８３千円） 

現職の学校栄養職員が円滑に栄養教諭免許状を取得するための講習会を実施する。 



（ ）

第２次食育推進基本計画
（平成２３年３月３１日 食育
推進会議決定）において食
育の推進に当たっての目
標とされている、「食育に関
心を持っている国民の割
合」を平成27年度までに
90％以上とする。

達成度 ％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

当初見込み

部

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

％

-

補正予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

健全な食生活は人が生きていく上での基本であり、児童生徒の学力の向上や心身の安定にも不可欠なものである。このため、学校における食育の推進を
通して、子供に食に関する正しい知識や望ましい食習慣、食を選択する能力を身に付けさせる。また、食を通じた地域等の理解、食文化の継承、自然の恵
みや勤労の大切さなどの理解を図る。

目標最終年度

- -

286 314.6

-

24年度 25年度

74.2

部

成果実績

目標値

3,530,000

単位

82.8％

24年度 25年度 26年度

26年度

76.3％82.4％

74.6

27年度活動見込

食育に関心を持っている国
民の割合

3,530,000

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

子供たちの食生活の乱れによる健康への影響が問題となっており、食に関する指導の充実が喫緊の課題となっているため、栄養教諭を中心に地域と連携
した食育指導体制の充実を図ることにより、学校・家庭・地域が一体となった食育の推進を図る。

前年度から繰越し - -

事業番号

学校給食・食育総合支援事業 担当部局庁 スポーツ・青少年局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 学校健康教育課
学校健康教育課長
和田　勝行

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
2確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の育成と信頼さ
れる学校づくり2-4健やかな体の育成及び学校安全の推進

主要経費

27年度

-

-

- - - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
学校給食法第10条

関係する計画、
通知等

・学校給食法改正附帯決議
（平成20年5月30日衆議院文部科学委員会）
（平成20年6月10日参議院文教科学委員会）
・教育振興基本計画（平成20年7月1日閣議決定）

実施方法

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

-

-

178.9

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 230

文教及び科学振興

教材の作成部数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）
3,686,000 3,620,000 1,226,700

2,400,000 400,000

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度

終了予定なし

活動実績

活動指標

％以上

翌年度へ繰越し -

計

285

子ども・若者育成支援、少子化社会対策、食育推進、男
女共同参画

主要政策・施策

平成２７年度行政事業レビューシート 文部科学省

執行額

229 230 285 286 314.6

167.4 179.3

執行率（％） 78% 73% 63%

平成１３年度
事業終了

（予定）年度

27年度活動見込

モデル事業実施箇所数
活動実績 箇所 - - 32
当初見込み 箇所 - - 24 24

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

認定講習会受講者数
活動実績 人 66 138 14
当初見込み 人 185 80 80 80

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

学校給食の衛生管理等に関する指導者派遣実施件数
活動実績 件 41 41 39
当初見込み 件 47 47 47 47

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

作成経費／教材の作成部数

単位当たり
コスト 円 16.8 22.7 21.1 113.1

計算式 円/部 62百万円/369万部 82百万円/362万部 26百万円/123万部 45百万円/40万部

　 0078

年度27

229

68.7

- - - 90

チェック



-

円単位当たり
コスト

算出根拠 25年度

計算式

3,736,044

評価に関する説明

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか

200,836,000/24

27年度見込

-

△
食育に関心を持っている国民の割合については、前年度
に比べ減少している。

業務報告書において支出内容を確認し、不必要な支出の
有無を確認している。

○

モデル事業実施経費／モデル事業実施箇所数

26年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

○

△

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

公募により、その妥当性や競争性を確保し、コストの削減
に努めている。

モデル事業の採択数は、見込を上回っているものの、教
材の作成部数、認定講習会受講者数、衛生管理等に関
する指導者派遣実施件数は見込を下回っている。

児童生徒が自ら考え、食に関する実践力を身に付けさせ
ることに役立てている。

公募により、その妥当性や競争性を確保し、コストの削減
に努めている。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

生涯にわたって健全な心身を培い、豊かな人間性を育む
食育の進展が求められている。

国として、栄養教諭を活用するなどして、全国的な取組を
実施するものである。

○

181.7

○

○

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

衛生管理をはじめとした給食事故の防止、その中核となる
栄養教諭の資質向上及び配置促進を図るものである。

業務報告書において支出内容を確認し、不必要な支出の
有無を確認している。また、請負業務については、一般競
争入札を実施している。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

円/箇所数

○

‐

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

諸謝金 12.6

単位当たり
コスト 8,368,166-

単位

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

契約締結に当たり、真に必要なものが計上されているか
確認を行っており、コスト削減に向け仕様の見直しを行っ
た。

10.7

計 285.7 314.6

庁費

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）
初等中等教育等振興事業
委託費

1.4

委員等旅費

- 119,553,419/32

24年度

費　目

十分な公告期間を確保した上で公募を実施しているた
め、その妥当性や競争性を確保している。

国
費
投
入
の
必
要
性

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

実施経費／認定講習会実施箇所数

単位当たり
コスト 円 23,662 19,189 37,685 34,575

計算式 円/箇所数 1,56,745/66 2,648,018/138 527,588/14 1,383,000/40

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

指導者派遣実施経費／学校給食の衛生管理等に関す
る指導者派遣実施件数

単位当たり
コスト 円 510,598 462,783 339,388 430,362

計算式 円/件数 20,934,536/41 18,974,119/41 13,236,134/39 20,227,000/47

14.9

職員旅費

事業所管部局による点検・改善

教職員研修費 64.4

7.8

2.2

10.4

2.8

15

276.5



関
連
事
業

事業名所管府省・部局名 事業番号

82,0083,0085,新26-0015,
新26-0016

平成24年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

予算の執行状況に係る点検方法については、事業完了報告書等の証拠書類により適切な執行が行われているか確認している。
活動実績が当初見込みを下回っている取組が一部ある。

事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

１．事業評価の観点：本事業は、栄養教諭を中心に地域と連携した食育指導体制の充実を図ることにより学校・家庭・地域が一体となった食育
の推進を図ることを目的としており、事業評価に当たっては予算執行状況の観点等から検証を行った。

２．所見：衛生管理をはじめとした給食事故の防止、その中核となる栄養教諭の資質向上及び配置促進は優先度が高く、国の事業としての必
要性は認められる。ただし、平成２６年度決算において一定の不用額が生じていることから、不用額が生じた要因を更に分析した上で、事業計
画等に基づき、計画的な予算執行及び早期執行に努めるべきである。

予算執行状況等を踏まえ、一部の事業において採択件数を精選する一方、新たに、社会から求められている課題・要請に対し、学校給食の活
用を通して課題の解決等に取り組む事業を実施するため、全体として要求額は増額している。

平成26年度

外部有識者による点検対象外

点検結果

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

0349,0350,0352,0348,0347,
0351,

平成22年度

平成25年度
0079,0080,0082,0078,0077,
0081,新26-0014,新26-0016

平成23年度

執
行
等
改
善

0333,0334,新23-0073,0332,
0331,新23-0072,

‐

外部有識者の所見

改善の
方向性

活動実績が、当初見込みを下回っている取組もあることから、現場のニーズを踏まえ、より効率的、効果的なものとなるよう事業内容の見直
しを図っていく。



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　　なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

を含む

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

文部科学省
１７９百万円

諸謝金 0.97百万円
職員旅費 0.52百万円
委員等旅費 1.47百万円
庁費 0.94百万円
教職員研修費 14.83百万円

Ｆ．栄養教諭育成講習事業
０．５百万円

都道府県教育委員会（全２機
関）

現職の学校栄養職員を対象とした

栄養教諭免許状取得のための認定

講習会を開催

【企画競争・委託】

Ｄ．開仁産業（株）
３百万円

【一般競争入札・請負】

栄養素等摂取状況、

使用食品の分類別摂

取状況に関する調査

データの回収、集計等

Ｅ．教育委員会
１３百万円

（全３９都道府県）

【公募・委託】

学校給食における衛

生管理等に関する調

査研究の実施

Ｃ．教育委員会・大学・民間企業
７０百万円

（全３１機関）

【再委託】

栄養素等摂取状況、使用食品の分類別

摂取状況に関する調査データの回収、

集計等

Ａ．教育委員会
９４百万円

（全２４機関）
※再委託あり

【企画競争・委託】

Ｂ．教育委員会・民
間企業 ２５百万円

（全８機関）
※再委託なし

外部機関と連携し、科学的な視点を加味した新た

な食育プログラムを開発するモデル事業を実施。

食育の多角的効果について科学的データに基づく

G．ナカバヤシ（株）
２４百万円

【一般競争入札・請負】

食生活学習教材の印

刷



再委託費 杉並区教育委員会への再委託

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.東京都教育委員会 E.北海道教育委員会
金　額

(百万円）
費　目 使　途費　目 使　途

6 委員等旅費

金　額
(百万円）

指導者旅費 0.8

その他 事業報告書の印刷、郵送 0.4 その他 諸謝金、消耗品、検査料（検便） 0.2

B.和歌山県教育委員会 F.静岡県教育委員会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

旅費 講師・委員旅費

設備備品費 機器購入 3 諸謝金 0.4

計 6.4 計 1

雑役務費 検査分析 1 旅費 0

消耗品費 書籍等 0.3 借損料 0

諸謝金 講義・会議謝金 0.2 消耗品費 0

賃金 事務補佐員の賃金 0.2

印刷製本費 事業報告書の印刷 0.1

0.2

C.杉並区教育委員会 G. ナカバヤシ（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費 調査・分析・検証等 4 印刷製本費 教材印刷 23.9

計 5 計 0.5

消耗品費 文具・食材等 1

諸謝金 会議・講義謝金 0.7

借損料 バスの借り上げ 0.2

その他 通信運搬費、会議費、旅費

計 6 計 23.9

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

D.開仁産業（株） H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

0.1

調査研究費 アンケート調査の集計・分析等 3

計 3 計 0

チェック



支出先上位１０者リスト
A.モデル事業の実施（再委託あり）

B.モデル事業の実施（再委託なし）

C.モデル事業の実施（再委託先）

3 石川県教育委員会

1 東京都教育委員会
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

7 企画競争 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 愛知県教育委員会
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

6 企画競争 -

企画競争 -

高知県教育委員会
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

5 企画競争 -

静岡県教育委員会
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

5 企画競争 -

6

7

4 愛媛県教育員会
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

6 企画競争 -

5 新潟県教育委員会
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

6 企画競争 -

学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

6

富山県教育委員会
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

5 企画競争 -

島根県教育委員会
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

5 企画競争 -

8

9

10 佐賀県教育委員会
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

4 企画競争 -

2 学校法人立命館
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

5 企画競争 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 和歌山県教育委員会
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

5 企画競争 -

4 学校法人佐藤栄学園
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

4 企画競争 -

5
国立大学法人お茶の水女子
大学

学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

3 企画競争 -

3 岡山市教育委員会
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

4 企画競争 -

8 鹿児島県教育委員会
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

0.8 企画競争 -

6 学校法人中村学園
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

2 企画競争 -

7 学校法人鳥取家政学園
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

0.8 企画競争 -

1 杉並区
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

6 - -

2 北名古屋市
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

6 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

5 香美市
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

5 - -

6 早稲田大学
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

4 - -

3 白山市
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

6 - -

4 松山市
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

6 - -

7 東神楽町
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

3 - -

8 高岡市
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

3 - -



D.調査の集計・分析

E.学校給食における衛生管理等に関する調査研究

F.栄養教諭育成講習事業

G.教材の印刷

9 東伊豆町
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

3 - -

10 村上市
学校における食育に関する実証的資料を得るため、関係機関・団体との連
携による食育のモデル実践プログラムを構築し、学校における食育の充実
に資する。

3 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 開仁産業株式会社 アンケート調査の集計・分析等 3 1 100％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3 宮城県教育委員会 管内の調理場について調査を実施 0.6 公募 -

4 福岡県教育委員会 管内の調理場について調査を実施 0.5 公募 -

1 北海道教育委員会 管内の調理場について調査を実施 1 公募 -

2 三重県教育委員会 管内の調理場について調査を実施 0.6 公募 -

7 愛媛県教育委員会 管内の調理場について調査を実施 0.4 公募 -

8 宮崎県教育委員会 管内の調理場について調査を実施 0.4 公募 -

5 静岡県教育委員会 管内の調理場について調査を実施 0.5 公募 -

6 佐賀県教育委員会 管内の調理場について調査を実施 0.4 公募 -

9 滋賀県教育委員会 管内の調理場について調査を実施 0.4 公募 -

10 熊本県教育委員会 管内の調理場について調査を実施 0.4 公募 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 静岡県教育委員会 栄養教諭の免許認定講習会を静岡大学において開催 0.5 企画競争 -

2 新潟県教育委員会 栄養教諭の免許認定講習会を新潟県立大学において開催 0 企画競争 -

1 ナカバヤシ株式会社 教材の印刷 23.9 3 82％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



２－４「健やかな体の育成及び学校安全の推進」の施策マップ
施策の実施理由 活動内容 効果 目標

・多様化・深刻化する子供
の現代的な健康課題を解
決するために、学校保健
に関する学校内の組織体
制の整備を図り、社会全
体で子どもの健康づくりに
取り組むことが重要である
とともに、保健教育と保健
管理を推進していく必要

があるため

・近年子供たちに食生活
の乱れや肥満・痩身傾向
等が見られることから、子
供たちが食に関する正し
い知識と望ましい食習慣
を身に着けることができる
よう、食育を推進する必要

があるため

・各学校において児童生
徒等の安全確保が的確に
なされること、学校におけ
る防災教育を含めた安全
教育を充実することにより、
児童生徒が安全に学ぶこ
とができる環境を整備し、
生涯にわたって健康で安
全な生活を送るための基
礎を養うことが必要不可

欠であるため

・保健教育の推進
・薬物乱用防止教育の推進

・がん教育の推進

・学校給食の推進
・食育の推進

・学校安全の推進
・防災教育の推進

（主な事業名）

・児童生徒の現代的健康課題へ
の対応事業

・児童生徒の心と体を守るための
啓発教材の作成

・薬物乱用防止教育等推進事業
・がんの教育総合支援事業

・学校保健委員会設置率
の向上

・健康は幸せな生活を送
るために重要だと考えて
いる児童生徒の増加

・効果的な学校保健活動
の好事例の創出

・薬物乱用防止教室の開
催率の増加

・薬物乱用に対する考え
方で、「絶対に使うべきで
はないし許されるべきでは
ない」と答える割合の増加

・朝食欠食率の減少
・栄養教諭配置の増加数

・学校給食における地場
産品の使用割合

・食育推進のための好事
例の創出

（達成目標）

児童生徒の心身の健
康課題を改善する。

（主な事業名）
・学校給食・食育総合推進事業

（主な事業名）
・学校安全推進事業
・防災教育推進事業

（達成目標）

児童生徒が食に関す
る正しい知識や望ま
しい食習慣を身につ
ける。

（施策の概要）

健やかな体の育成及
び学校安全の推進

（達成目標）

学校における児童生
徒の安全を確保する。
また、東日本大震災
の教訓を踏まえた防
災教育・防災管理等
の充実を図る。

・学校安全計画の中に、
学校安全３領域の内容
を盛り込んでいる学校の

割合の増加

・危機管理マニュアルを
作成し、災害安全に関す
る内容を盛り込んでいる

学校の割合

・地域のボランティアによ
る学校内外の巡回・警備
が実施されている割合

・学校安全に関する好事
例の創出






















